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■概観 ― 行事総数はコロナ前水準に 

収益事業も回復基調 

日本記者クラブは全国の新聞、放送、通信社が集まり、政府からの援助は受けず、

会費で運営する日本で唯一のナショナル・プレスクラブである。ジャーナリズムが共

有する組織として、ニュースの当事者を招いて記者会見を主催する。会見で記者との

質疑を通してゲストが情報を発信し、会員が報道し広く社会に伝わることで、国民の

知る権利に資することを基本的な目的としている。 

新型コロナウイルス感染症はなお社会のあらゆる面に影響を及ぼしているものの、

経済・社会活動はウィズコロナ・ポストコロナに向けて「通常」を取り戻す動きを見

せた。日本記者クラブも、コロナ禍の影響による財政悪化で赤字予算を組みながらも、

必要な事業に適切な予算を配して使命を果たすことに努め、コロナ対応から通常運転

へのシフトを試みた 1年だった。 

行事総数は 215回、このうちクラブの中核事業であるプレス会見（記者会見・研究

会や記者ゼミなど）は 196回とコロナ前の水準に戻った。記者研修会は 3年ぶりに実

地開催が実現するなど、情報発信基地としての役割を果たした。記者会見は、会場と

オンライン会議システム「Zoom」を活用したライブ配信とのハイブリッド開催が 3年

目に入った。会場参加者の比率が低い水準にとどまるという悩みはあるものの、会見

への参加が容易になったことは会員サービス、情報発信機能の向上と言える。 

参議院議員選挙の公示前日に開催した 9党党首討論会、北京冬季五輪で活躍した髙

木美帆選手、映画「ドライブ・マイ・カー」で米アカデミー賞国際長編映画賞を受賞

した監督の濱口竜介さん、主演俳優の西島秀俊さん、プロデューサーの山本晃久さん

の 3氏、ワールド・ベースボール・クラシック（WBC）で 14年ぶりの優勝を果たした

侍ジャパンの栗山英樹監督など話題の会見もハイブリッドで行い、多くの記者が参加

した。ロシアのウクライナ侵攻を受けて企画したシリーズ企画では、ウクライナ公共

放送会長による現地からのリモート会見や、来日した議員団、識者団などウクライナ

側からの発信も取り上げた。 

日本記者クラブ賞は井上亮・日本経済新聞社総合解説センター編集委員に、同特別

賞は西日本新聞「あなたの特命取材班」に贈った。特別賞は 2年ぶりの贈賞となった。 

こうした活動を会報やウェブサイトで報告したほか、適切な情報開示に努めた。 

レストランやラウンジ、会議室・ホールの貸し出しなどの収益事業は、コロナ前の

5 割程度まで回復。感染対策をとったうえでビュッフェサービスを再開するなど、ニ

ーズに応え、利用増への取り組みを続けた。 

■公益社団法人の目的と 3つの公益事業 

日本記者クラブは、2011年 4月 1日、社団法人から公益社団法人に移行した。定款

第 3条で公益社団法人としての目的を以下のように定めている。 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

この法人は、内外の重要ニュースソースとの接触を多角化し、報道機関相互の交流を

緊密化することにより、その活動の促進と社会的機能の向上、発展をはかり、ジャーナ

リズムの職業倫理向上および表現の自由の擁護につとめ、民主主義の発展に寄与する。

この法人の事業が会員のジャーナリズム活動や報道を通し、広く国民が共有する情報

となることにより、国民の知る権利、国民生活の向上安定、および国際相互理解の促進

に資することを目的とする。 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

この目的を達成するために実施する公益社団法人としての「公益目的事業」は次の 3

分野にまとめられる。 

①内外の要人を招き、記者会見などを開催し、国民の知る権利に資する。 

②すぐれた業績をあげたジャーナリストに日本記者クラブ賞、同特別賞を贈る。 

③日本記者クラブ会報を発行し、インターネットを通じて良質な時事情報を開示し、
重要な会見を全文保存し公開する。 

以下に、2022年度のおもな事業活動と運営を報告する。 

Ⅰ．公益目的事業① 記者会見 ――――――――――――――――― 

≪196 回のプレス行事≫ 

日本記者クラブが 2022 年度に主催した行事・会合は、討論会（1 回）、記者会見・

研究会（172回）、記者ゼミ（20回）、記者研修会（1回）、取材団（2回）をあわせた

プレス向け行事が 196 回で、新型コロナウイルス感染症のパンデミック前とほぼ同水

準で推移した。総会記念講演、クラブ賞受賞記念講演、試写会を加えた行事総数は 215

回だった。 

記者会見・研究会の参加者数は、平均で 75.3 人と前年度に比べ 3.2 人減少した。

参加者が 100 人を超えた会見・研究会は 29 回で前年度とほぼ同水準だったが、党首

討論会を除き、前年度に 2件あった 300人を超える大型会見はなく、最多でも 278人

だったことが平均を下げる一因となった。 

コロナの感染状況を踏まえ、8月 1日から 10月 31日の約 3カ月間は会場の人数制

限を行ったが、それ以外の期間については制限を設けず開催した。会場参加者の比率

は 35.1%と前年度の 2 倍超となった。感染状況の落ち着きとともに、会場参加者は増

加傾向にあるが、依然オンラインでの参加が主流であることに変わりはない。 

≪ロシア・ウクライナ 1 年超 現地の声もつぶさに≫ 

ロシアによるウクライナへの軍事侵攻は 23年 2月 24日で 2年目に入った。侵攻直

後にスタートしたシリーズ「ウクライナ」では、戦況分析、核、安全保障、中国外交
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などさまざまな論点を取り上げ、識者を招いた。上半期に 14 回、下半期に 2 回の計

16回開催。平均で約 100人が参加した。特に核兵器使用や核軍縮の側面に焦点をあて

た秋山信将・一橋大学大学院教授（4/4）、兵頭慎治・防衛研究所政策研究部長（6/3）

による戦況分析、松原実穂子・NTT チーフ・サイバーセキュリティ・ストラテジスト

（9/14）によるサイバー戦の実態と台湾情勢についての解説に多くの関心が寄せられ

た。 

ウクライナ情勢を巡っては、現地の声を伝えることにも力を入れた。 

22年 6月 9日にはウクライナ公共放送「ススピーリネ」のミコラ・チェルノティツ

キー会長が現地からリモートでの会見に応じた

（写真）。安全確保のため、自身のいる場所は明

かさなかったが、戦時下での報道体制や経営状

況、職員や記者の現状について説明した。質疑

応答で戦争報道についての基本姿勢を問われた

チェルノティツキー氏は「真実を追求すること

が使命」と強調する一方で「戦後復興の段階に

入ったときには、何をやり、何をやらなかった

のかの分析は必要になる」とも語った。 

また、ウクライナ日本友好議員連盟のウクライナ側代表団 4人が 10月 26日に、ウ

クライナの市民社会のリーダー・専門家 5人が 23年 1月 18日に、それぞれ来日の機

をとらえ会見に臨んだ。 

コルスンスキー駐日大使は、22 年 4 月 1 日、7 月 26 日、23 年 3 月 10 日の計 3 回

登壇。現地の写真を投影しながら、被害の実態を訴えた。 

≪9 党党首討論会 内閣改造後の閣僚も≫ 

ウクライナ情勢を踏まえ、安保・防衛、物価高対策が論点として注目される中、参

議院議員選挙（7/10 投開票）公示日の前日となる 6 月 21 日に 9党党首討論会を開催

した（写真）。岸田文雄・自由民主党総裁、泉健太・立憲民主党代表、山口那津男・公

明党代表、松井一郎・日本維新の会代表、志位和夫・日本共産党委員長、玉木雄一郎・

国民民主党代表、山本太郎・れいわ新

選組代表、福島瑞穂・社会民主党党首、

立花孝志・NHK 党党首の 9 党党首が出

席。例年同様、党首同士の討論と、代

表質問団による質疑応答の 2部構成で

行った。党首の席の間をアクリル板で

仕切る、会場での取材は人数制限を設

けるなどの感染対策を講じた。参加者

数は会場がカメラを含め 187人、オン

ラインが 151人だった。 
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投開票から 1 カ月後の 8 月 10 日には第 2 次岸田改造内閣が発足。主要閣僚に会見

を申し入れ、河野太郎デジタル相（9/20）、林芳正外相（9/30）がそれぞれ会見に応じ

た。 

また、8月 27日の日本維新の会の代表選で新代表に就任した馬場伸幸氏（9/13）が

会見した。 

≪新型コロナ 第 7 波受けコロナ対策専門家が急遽会見≫ 

新型コロナの第 7 波により医療体制が

逼迫する一方で、対策を講じ、発信すべき

政府の動きは鈍い。8 月 2日、政府の新型

コロナ対策に助言してきた尾身茂・公益財

団法人結核予防会代表理事ら医療専門家

有志 7 人（うち 2 人はリモート）が会見

し、第 7波の緊急対策として感染者数の全

数把握を段階的に取りやめることなど 5

分野から成る提言を公表した（写真）。 

専門家有志による会見は、21 年の東京五輪・パラリンピック開催前の 6 月 18 日以

来。専門家有志側からの申し入れを受け急遽開催を決めたもので、告知から 7時間半

というタイミングだったが、会場 43人、オンライン 150人の計 193 人が参加した。 

≪グテーレス国連事務総長 3 年ぶりに来日 海外要人の会見も増える≫ 

海外の要人の来日も相次いだ。国連のアントニオ・グテーレス事務総長は 8月 6日

の広島平和記念式典に参列するため 3 年ぶりに来日した。過密な日程の合間を縫い、

8月 8日に会見に応じた。日本記者クラブでグテーレス事務総長が会見するのは 17年

12月以来。 

このほか、国際原子力機関（IAEA）のラファエル・マリアーノ・グロッシ事務局長

（5/20）、国連世界食糧計画（WFP）のデイビッド・ビーズリー事務局長（7/11）、トル

コのメヴリュット・チャヴシュオール外相（9/26）、マルチン・プシダッチ・ポーラン

ド外務副大臣（10/27）、アンティ・カイッコネン・フィンランド国防相（10/27）、デ

イビッド・W・パニュエロ・ミクロネシア大統領（2/3）らが来日の機に会見した。 

≪WBC14 年ぶり 3 回目の優勝 栗山監督会見に 278 人≫ 

スポーツ、映画でトップに立った人の笑顔あふれる会見もあった。 

4 月 5 日には 2 つの会見を開催した。最初に登場したのは、北京冬季オリンピック

でスピードスケート 5種目に出場し、1000メートルで金、500メートル、1500メート

ル、団体追い抜きの 3種目で銀メダルを獲得した髙木美帆選手。 
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その 1時間後には、映画「ドライブ・マイ・カー」で米アカデミー賞国際長編映画

賞を受賞した監督の濱口竜介さん、主演俳優の西島秀俊さん、プロデューサーの山本

晃久さんの 3 人が登壇した（写真）。ア

カデミー賞授賞式を終え、帰国した後の

会見としては初。授賞式や渡米期間中の

エピソード、今後の抱負を述べるととも

に、日本映画界の課題などにも触れた。 

下半期には、ヤクルトスワローズの村

上宗隆選手（11/14）と栗山英樹・ワール

ド・ベースボール・クラシック(WBC)日本

代表監督(3/27)が会見に臨んだ。 

村上選手は、本塁打 56 本と日本選手シーズン最多記録を更新し、打率 3 割 1 分 8

厘、134 打点で史上最年少の三冠王となった。会見では、米大リーグ挑戦への意思を

初めて公の場で表明。全国紙 5紙をはじめ多くの紙面で取り上げられたほか、ネット、

テレビで報じられた。 

WBC で日本代表を 14 年ぶり 3 回目の優勝に導いた栗山英樹監督は、優勝から 5 日

後に会見に応じた。今大会を振り返り、選手への思いを語る。その言葉の一つ一つに

人柄が感じられる会見だった。 

≪時機とらえた研究会 「日本の安全保障を問う」に高い関心≫ 

日本記者クラブでは、その時々の動きをとらえたシリーズ企画も開催している。過

去から継続しているものも含め、18の研究会を行った。 

沖縄の施政権が返還されてから 5月 15日で 50年を迎えるのを前に、「沖縄復帰 50

年」を企画、4月から 5月にかけて開催した（全 9回）。 

米中間選挙の投票日の 3日後となる 11月 11日、「中間選挙後の米国と世界」（全

6 回）をスタートした。上下両院とも、民主・共和両党のどちらが勝利するか見えな

い状況の中で、初回に登壇した渡辺靖・慶應義塾大学教授は、予想に反し共和党の大

勝が起きなかった背景などを解説した。下院は共和党、上院は民主党が多数派を維持

することが決まった後に登壇した前嶋和弘・上智大学教授（12/2）は分割政府となる

中での米国の内政、外政、24年の大統領選を展望した。水島治郎・千葉大学大学院教

授（12/5）は欧米のポピュリズムの行方、高橋和夫・放送大学名誉教授（12/14）は選

挙結果を受け中東情勢を展望した。 

日本の外交・安全保障政策の長期指針となる国家安全保障戦略など 3 文書が 22 年

末に改定されるのを前に「日本の安全保障を問う」を企画した。10 月 18日から 23年

3月 31日に 10回開催。第 1～7回では改定に向けた論点を、与党から公明党の北側一

雄副代表（10/27）、野党から立憲民主党の玄葉光一郎元外相（12/21）、防衛省、自衛
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隊、海上保安庁の元幹部、識者らに聞いた。年末に「反撃能力」の保有、防衛費の増

額などを盛り込んだ 3 文書が閣議決定されたことを受け、3 月に第 8～10 回を開催。

改定された 3文書への評価や今後の課題について、自衛隊、防衛省の元幹部などに聞

いた。平均で 91人が参加、関心の高さがうかがえるシリーズとなった。 

ロシアによるウクライナ侵攻により世界経済を取り巻く環境が一変したことを受

け、「エネルギー・円安・物価―2022年下期経済見通し」（全 5回）を 6月末から 7月

初めにかけて集中開催した。 

年初の恒例となっている「2023 年経済見通し」（全 6 回）では、白井さゆり・慶應

義塾大学教授（1/11）、竹森俊平・経済産業研究所上席研究員（1/16）などの経済学者

が登壇したほか、シリコンウェハーで世界 3割のシェアを誇る SUMCO の阿波俊弘社長

（1/13）が半導体産業の動向と展望を語った。また経済産業省大臣官房審議官として、

地球温暖化対策の国際交渉を担当した有馬純・東京大学特任教授（1/18）は、世界経

済を揺るがす地球温暖化問題の国際情勢と日本の課題について話した。 

≪被害者・当事者の声 広く≫ 

4月 11日に、学校法人「森友学園」への国有地売却を巡る財務省の公文書改ざん問

題を受け、自死した同省近畿財務局職員の赤木俊夫さんの妻、赤木雅子さんと代理人

の生越照幸弁護士が会見に応じた。 

登壇にあたり①赤木さんの顔は出さない②代理人である生越弁護士も登壇する―

―の 2点の要望があった。企画委員会の担当委員と生越弁護士、事務局が事前に打ち

合わせ、会場での撮影、Zoomによるライブ配信の映像ともに、顔を写さないことで合

意。生越弁護士の登壇については、赤木さんは「公人」的な位置づけには該当しない

と判断し、要望を受け入れた。 

11 月 29 日には、軍が実権を握るミャンマーで治安当局に拘束され、約 3 カ月後に

「恩赦」で解放されたドキュメンタリー映像作家の久保田徹さんが会見し、拘束から

解放までの経緯、ミャンマーの現状に感じること、ミャンマーの人たちへの思いを語

った。 

23 年 1 月 30 日には、陸上自衛隊内での性

暴力被害を告発した五ノ井里奈さんが会見し

た（会見）。性暴力だけでなく、さまざまなハ

ラスメントの撲滅に向けた思いを語りたいと

の五ノ井さん側からの申し入れを受け開催し

た。同日、国と加害者の元隊員 5 人を相手取

り、損害賠償を求める民事訴訟を横浜地裁に

提起したその足で会見に臨み、示談ではなく提訴にいたった経緯を語るとともに、「一

人一人が大切にされる正しい正義感を持った組織になってほしい」と訴えた。 
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≪福島第一原発取材団 約 2 年ぶり周辺取材を再開≫ 

東日本大震災からの復旧・復興の状況を取材するため、毎年 3月 11日を前に、東

京電力福島第一原発を主な対象とする取材団を派遣してきた。コロナの影響もあ

り、福島第一原発周辺地域の取材は中断していたが、2年 3カ月ぶりに再開した。浪

江町を取材する班と双葉町を主な取材先とする班の 2班に分け実施。各班 10人が参

加した。 

政府は 23年の春から夏に、福島第一原発構内の多核種除去設備（ALPS）で処理し

た、トリチウムなどの放射性物質を含む処理水を海洋放出する方針を決めている。

原発構内では、処理水放出に向けた設備の工事状況などを中心に取材した。 

浪江町では、吉田栄光町長へのインタビューに加え、請戸漁港のそばで魚卸業を

行う「柴栄水産」の柴強社長に、事業再開からの道のりや海洋放出を控える中で

の、いまの思いを聞いた。 

22年 8月に帰還困難区域の一部が解除され、住民の帰還が始まった双葉町では、

駅西側に建設された災害公営住宅を取材するとともに、住民帰還や企業誘致の現状

などについて伊澤史朗町長に聞いた。 

≪3 年ぶりに会場を設けた記者研修会 

 「実践講座～調査報道、OSINT、ファクトチェック」≫ 

10月 28日と 29日に、新型コロナのため 2年続けてリモート開催してきた記者研

修会を、3年ぶりに会場を設けてハイブリッド形式で開催した（写真）。一旦は 8月

末に開催することを決めたが、7月に入り第 7波が到来、やむなく 10月末に延期し

た。会場には最大で 39人が、リモートでは 61人が参加した。 

今回もできるだけ実践的な内容になるよう心がけ、ファクトチェック、OSINT、ベ

リフィケーション、調査報道入門といったテーマについて、具体的な手法やツール

を紹介した。 

参加者からは「実践的な内容で今後の参考に

なった」「3Dマッピングは、国際報道や災害報

道で活用できそうだ」「ツールの存在を知り、

人脈を広げられたことがよかった」「奥山俊宏

さんの調査報道の講座は圧巻でした」といった

感想が寄せられた。 

全国から年齢も経験も異なる記者が集まり、

講座の合間などに意見を交わしたり、情報交換

をする。リアル開催が持つ力の大きさを再認識した。 

▽1日目：10月 28日（金） 

①ファクトチェック最前線～Global Fact報告 

古田大輔・元 Google News Lab ティーチングフェロー 
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②ジオロケーションと 3Dマッピング講座 

古橋大地・青山学院大学教授、渡邉英徳・東京大学大学院教授 

▽2日目：10月 29日(土) 

③OSINT・ベリフィケーション講座 

髙田里佳子・NHK ミャンマープロジェクト 

④⑤調査報道入門講座（上）（下） 

奥山俊宏・上智大学教授、元朝日新聞編集委員 

≪記者ゼミもハイブリッドで開催≫ 

現役記者向けの勉強会・土曜記者ゼミ「調査報道」と「IT講座」は、今年度も記者

が記者に教える形式で、調査報道の手法や実践例、パソコンやウェブの使い方を紹介

した。会場とリモート方式のハイブリッド形式で行った。テーマは以下の通り。 

「調査報道」：「コピペ」を暴く/ウクライナ取材報告/みえない交差点/アサリ産地偽

装を追って/TBS インサイダーズの取り組み/新疆公安ファイル/フラ

イトレーダーとマリントラフィック/廃棄されていた神戸連続児童

殺傷事件記録/「等身大の調査報道」/選挙の得票データを活用する 

「IT 講座」 ：すぐに役立つ便利なパソコン利用術/一歩進んだ Excel 講座/記者向

けプログラミングのすすめ/Pythonと Rでできること/Flourish入門

/jSTAT MAP を使って簡単地理統計分析/QGISと Flourish で地図を作

ろう/デジタル調査・検証スキル/「見つけた」を「使える」にしよう

/やってみました～ゼミ受講生の実践報告 

Ⅱ.公益目的事業② 日本記者クラブ賞 ――――――――――――― 

≪日本記者クラブ賞は井上亮・日本経済新聞編集委員に 
特別賞は西日本新聞「あなたの特命取材班」≫ 

日本記者クラブは、毎年、報道・評論活動などを通じて顕著な業績をあげ、ジャー

ナリズムの信用と権威を高めたジャーナリストに日本記者クラブ賞を贈っている。

1972 年に創設して以来、日本を代表するジャーナリストを顕彰している。2012 年度

にはクラブ賞創設 40 年を機に、より開かれた賞をめざして日本記者クラブ賞特別賞

が新設された。特別賞は原則としてクラブ会員以外を対象とし、ジャーナリズムの向

上と発展につながる特筆すべき業績や活動を顕彰する。いずれも、日本のジャーナリ

ズムの高い水準を内外に示すものであり、言論の自由を擁護し、国民の知る権利に資

する公益目的事業である。 

今年度の日本記者クラブ賞は、長期にわたり皇室取材を行ってきた日本経済新聞社

総合解説センター編集委員の井上亮氏に、同特別賞は、LINEなどを活用した読者起点

の新しい調査報道を展開している西日本新聞「あなたの特命取材班」に贈った。 
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会員および日本新聞協会・日本民間放送連盟の加盟各社から推薦を募り、22年 1月

末の締め切りまで日本記者クラブ賞に 7候補、同特別賞に 7候補が推薦された。 

個人 D会員 7人で構成する推薦委員会は 3月 7日、応募のあったすべての候補につ

いて検討し、総務委員会委員（15 人）で構成される選考委員会へ意見を具申した。4

月 6日開催の選考委員会は井上氏、西日本新聞「あなたの特命取材班」への贈賞を決

め、4月 27日の理事会に答申、同日、報道各社に発表した。 

▼井上亮氏 

象徴天皇制と皇室のありようについてのぶれのな

い冷静な考察、論評は長年の皇室取材の経験と日本の

歴史、ことに近現代史の深い知見に裏打ちされてい

る。いったん皇室に動きがあれば、執筆する記事、コ

メントは多くの他社の記者から注目され、記者の手

本、新人の目指すべき姿になっている。多くの著作は

わかりやすく書かれる一方、歴史的史料を徹底的に分

析することで歴史家の検証にも耐えうるものになっ

ており、資料的価値が高い。歴史家の目を併せ持った

ジャーナリストとして高く評価できる。 

▼西日本新聞「あなたの特命取材班」 

読者の疑問や困り事を、LINEなどデジタル時代の新

手法を通じて募集し、それを記者が丹念に取材し紙面

化する活動は、読者と共につくる新しい調査報道とい

える。これは読み手と新聞との距離を縮め、新聞への

信頼を取り戻す役割を果たしている。また自社エリア

外の地方メディアを主な対象とする取材・報道ネット

ワークを構築し、読者提供の情報に関する取材協力や

記事共有も行い、これもメディア連携の新モデルを提

示している。愛知県知事リコール署名大量偽造事件の

特報などですでに具体的成果をあげている点も高く

評価したい。 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、贈賞式は 5 月 31 日の定時社員総

会後、同じ会場で簡易的に行い、記念パーティーは中止した。6 月 23日の受賞記念

講演会は、通常の会見と同様にハイブリッドで開催、会員・一般あわせて 70人が参

加した（写真上＝井上亮氏、下＝堺成司・西日本新聞社クロスメディア報道部長）。 

Ⅲ．公益目的事業③ 会報とインターネットによる情報開示――――― 

日本記者クラブ会報は毎月 10 日に、3200部を発行し、クラブ会員と会員社の関係

報道機関、さらに主要官庁の記者クラブなどに無料で届けている。PDF 版をホームペ

ージで一般公開し、誰もが無料で読むことができる。ホームページには会見の動画や

記者によるリポートを掲載し、インターネットの特性を生かし、速報と情報発信力の

強化につなげている。不特定多数の人々が日本記者クラブの活動にアクセスでき、国
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民の知る権利に資する公益目的事業である。  

今年度も会報委員会は魅力ある紙面づくりを目指し、企画を中心としたクラブ事業

と連携した特集をその都度掲載した。今年度の平均ページ数は 20 ページだった。 

「クラブゲスト」のページでは、毎号、記者会見・研究会等に出席した記者に内容

を紹介してもらった。今年度は 94 本の会見リポートを会報に掲載した。アカデミー

賞国際長編映画賞を受賞した映画「ドライブ・マイ・カー」の濱口竜介監督、主演の

西島秀俊さん（4/5）、北京五輪スピードスケート金メダリストの髙木美帆さん（4/5）、

俳優の仲代達矢さん（8/12）、プロ野球セ・リーグで三冠王を達成した村上宗隆選手

（11/14）など、注目会見のリポートが紙面を飾った。 

企画と連動した特集としては、参議院選挙公示日前の 9党党首討論会（6/21）では、

代表質問を担当した企画委員らが舞台裏を含めて報告した。5月号には「沖縄復帰 50

年」のシリーズ会見を担当した企画委員が企画の意図とともに、会見ゲストの報告を

執筆した。加えて、沖縄県の 2 紙がそれぞれの「復帰 50 年」企画について、時事通

信 OBの軽部謙介会員は那覇支局時代の思い出話を書いてくれた。 

時々の話題のニュースを取材・報道した記者に、ニュースの背景や取材の様子を「ワ

ーキングプレス」として報告してもらった。ロシアによるウクライナ侵攻にあたって

はウクライナの戦地ルポ、知床観光船沈没事故、安倍晋三元首相銃撃事件、韓国の梨

泰院雑踏事故、広域連続強盗事件をマニラまで追った取材など多彩な現場の報告を執

筆してもらった。 

地域の話題を取材している会員社記者による「新・列島報告」では、開設から 15年

目を迎える熊本県の「こうのとりのゆりかご（赤ちゃんポスト）」、徳島県に登場した

世界初の線路と道路両用の DMV（デュアル・モード・ビークル）、宇宙港建設に活路を

見出す北海道大樹町など地域の話題について、それぞれ地元紙に執筆してもらった。 

「被災・防災・減災 最前線」は、宮城・福島両県で観測された最大震度 6強の地震

による東北新幹線の 16 両脱線事故、山形県鶴岡市の土砂災害について地元紙に報告

してもらった。 

また、OB・OG 会員による思い出に残る取材記「書いた話・書かなかった話」では、

1998 年の日産自動車と仏ルノー社の提携、83 年の大韓航空機撃墜事件、中国での感

染症 SARS大規模流行など大きな事件、出来事を振り返ってもらった。 

取材で出会った人を紹介する「リレーエッセー」も回を重ねた。元厚労省事務次官

の村木厚子さん、俳優の樹木希林さん、脚本家の倉本聰さん、落語家の立川談志さん

らが登場した。 

各社写真部の力作とベテラン OB・OG 会員によるエッセーでつくる最終ページ「写

真回廊」は、魅力的な写真と練達の筆のコラボレーションが彩りを添えている。 

東日本大震災関連では 23年 3月号に「3.11から 12年」特集を掲載した。岩手日報

には、日本海溝・千島海溝沿いの地震で東日本大震災を超える被害想定が公表された

ことを受けた津波防災の転換について、河北新報には震災関連死について、福島民友

新聞には東京電力福島第一原発の処理水海洋放出前の現地の様子、福島民報には福島
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国際研究教育機構についてそれぞれ寄稿してもらった。あわせて、全国紙で継続して

被災地を取材している記者にも執筆してもらい、NHK と民放 5 局による防災プロジェ

クトについての寄稿も掲載した。 

自主的な運営で土曜日に継続されている「調査報道」と「IT 講座」の土曜記者ゼミ

については、その都度参加した記者による報告を掲載した。  

≪会報・ウェブサイトアンケート実施≫ 

第 672 回理事会（11/11）で策定されたクラブの運営改善計画を受け、よりよい会

報とウェブサイトのありようを探ろうと 12 月に、会員を対象にアンケートを実施し

た。ウェブ 50人、ファクス 17人あわせて 67人から回答があった。 

「会報を読むか」の問いに 54人、8割が「よく読む」と回答した。よく読む欄とし

て最も多くの会員が回答したのが「会見リポート」で、54人中 49人と 9割を超えた。

また、「書いた話・書かなかった話」も人気が高く、35人がよく読む欄に挙げた。 

「あまり・ほとんど読まない」と回答した会員の多くは、その理由として「読みた

くなる記事が少ない」「時間がない」「つまらない」などを挙げた。今後読んでみたい

企画については「会見内容をもう少し詳しく」「報道の最前線」など、現在の構成に沿

った回答が目立っていた。 

ウェブサイトについて尋ねたところ「よく利用する」は 2割弱の 13人にとどまり、

「使いづらい」「少し見にくいし、アクセスしにくい」などの意見があった。会報を紙

で読み続けたいか、電子版がいいかとの質問には、「紙で読み続けたい」が 28人、「将

来的には電子版を希望する」が 25 人だった。アンケートの結果から、これまで以上

に魅力的な紙の会報づくりと、より使い勝手の良いウェブサイトを求める傾向がみて

とれた。 

≪ありし日の声を 音声アーカイブ≫ 

会見の動画公開以前の重要会見については、22年 3月末時点で、「音声アーカイブ」

に 145本の会見音声を公開している。今年度に亡くなったフィリピン元大統領のフィ

デル・ラモスさん、ファッションデザイナーの森英恵さん、京セラと KDDI の創設者

で、元日本航空会長の稲盛和夫さん、プロ野球選手の門田博光さん、衆議院議長、北

海道知事を務めた横路孝弘さん、トヨタ自動車名誉会長の豊田章一郎さん、参議院議

長をつとめた扇千景さんの会見音声を追加した。 

Ⅳ．収益事業 ――――――――――――――――――――――――― 

≪コロナ前の水準の 6 割まで回復 予算は達成≫ 

日本記者クラブは大小 4つの会議室（9階会見場、大会議室、小会議室、10階ホー

ル）を持ち、会員に有料で貸し出し、マイクやプロジェクターなど機器の貸与も行っ

ている。ラウンジ、レストランでの飲食サービスは株式会社アラスカに業務委託して

おり、売上の 10%がクラブの収入（飲食売上割戻金）になっている。 
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ラウンジ、レストランや貸室は、20年度から続く人数制限を緩和し、感染症対策や

利用減への合理的な対応を取りながら、会員の利便性を損なわないよう努めた（詳細

は次項Ⅴ.日本記者クラブの運営を参照）。 

貸室料収入は年間で 28,107,463 円、施設機器賃貸料は 4,621,600 円だった。コロ

ナ前の 2018年度と比較するとそれぞれ 69%、67.1%まで回復し、50%と想定した予算を

上回った。 

レストランやラウンジの利用も回復傾向にある。飲食売り上げの柱であるパーティ

ー利用の回復は遅れており、飲食売上割戻金は 18年度比 38.4%にとどまっている。22

年 10 月にはビュッフェサービスを再開しており、パーティー用メニューを更新する

など利用増への取り組みを続けている。 

Ⅴ．日本記者クラブの運営 ――――――――――――――――――― 

≪新型コロナウイルス感染症への対応は従前より緩和≫ 

2022 年度は新型コロナウイルスの感染拡大にともなう緊急事態宣言、まん延防止

等重点措置が出されなかったため、「コロナ前」に近い施設運営が可能となった。ただ

し、和食レストランの夜の営業については、当日午後までに予約がない場合は休業と

する期間を設けるなど実態に即した運営を心掛けた。 

対応の詳細（22年 4月以降のクラブラウンジ開室時間、和食レストラン営業時間の

変遷）については以下の通り。 

▼22年 3月 22日～7月 31日 

《ラウンジ》平日：午前 10時～午後 9時／土曜：午前 10時～午後 6時 

《和食レストラン》平日：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

午後 5時～午後 9時 

土曜：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

▼8月 1日～9月 2日 

《ラウンジ》平日：午前 10時～午後 9時／土曜：午前 10時～午後 6時 

《和食レストラン》平日：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

午後 5時～午後 9時（※） 

土曜：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

※和食レストランの夜営業は当日 15時までに予約が入っている場合に限る 

▼9月 3日～9月 30日 

《ラウンジ》平日：午前 10時～午後 9時／土曜：午前 10時～午後 6時 

《和食レストラン》平日：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

午後 5時～午後 9時（※） 

土曜：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

※和食レストランの夜営業は通常通り 
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▼10月 1日～ 

《ラウンジ》平日：午前 10時～午後 9時／土曜：午前 10時～午後 6時 

《和食レストラン》平日：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

午後 5時～午後 9時 

土曜：午前 11時 30分～午後 2時 30分 

＊貸室利用時の人数制限を緩和 

≪地方メディアへの入会勧誘を実施≫ 

第 672 回理事会（11/11）において、根本理事長から地方メディアへの入会呼びか

けについての提案があり、全員一致で承認した。 

地方メディアへの入会呼びかけは、日本新聞協会ならびに日本民間放送連盟加盟社

で、クラブの非会員、あるいは以前に会員社だった各社を対象としたもの。プレス会

員社は 1999 年の 158 社をピークに減少を続けており、退会した社のほとんどが地方

のテレビ局である。オンライン会見の導入で、東京以外を拠点とするメディアでもリ

アルタイム・双方向の取材が可能になったこと、映像データを各社に提供できること

を、新聞協会、民放連加盟の非会員社にも周知し、クラブへの入会または再入会の呼

び水とするねらいがある。 

理事会決定を受け、21年 12月に各社へ案内を発送したところ、22年 3月末の期間

終了時期までに 15社 18人の登録があった。期間終了にともない実施したアンケート

では、「史上最年少三冠王・ヤクルトの村上選手の会見に参加したが、シーズン終了直

後で話題性が高い時期に開催され良かったと思う。多くの社の質問をさばいた司会の

力量も高いと感じた」「参加できなかったものを含め、タイムリーなゲスト選定をし

ていると思う」「ローカル局で取り上げるには難しい会見が多かったが、クラブの活

動を垣間見ることができて参考になった」等の感想が寄せられた。 

≪運営改善計画を各委員会で検討≫ 

同じく第 672回理事会において承認された運営改善計画の策定については、各担当

委員会で方策を検討し、最終案の調整に入っている。項目別の要点は下記の通り。 

（1）公益目的事業（＊） 

会員社のニーズに応える会見の実施など、事業の活性化 

＊公益目的事業は①記者会見の開催②日本記者クラブ賞の実施③会報と 

インターネットでの情報開示・発信の 3つ 

[担当：会見＝企画委員会、クラブ賞＝クラブ賞選考委員会（総務委員会）

会報・ウェブサイト＝会報委員会] 

（2）収益事業 

施設の貸し出し、飲食などの収益事業の拡大 

[担当：施設運営委員会] 

（3）会員制度 
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全国のメディアが入会しやすくなるような制度の改善 

[担当：会員資格委員会] 

（4）事務局体制 

必要な人員を確保しつつ、効果的に業務を遂行できる事務局体制の検討 

≪鈴田敦之会員から寄付金≫ 

鈴田敦之会員（個人 D会員＝毎日新聞出身）から、9月 30日に 200 万円の寄付をい

ただいた。鈴田会員からは 07年 11月にも日本記者クラブ賞基金に 200万円の寄付を

いただいている。今回はクラブ賞基金ではなく、クラブの運営、財政改善に役立てて

ほしいとの意向を踏まえ、第 686回理事会（10/20）は、使途を特定していない「経営

安定化資金積立預金」にこの寄付を繰り入れることを決めた。 

≪退会希望相次ぐも地方在住者の入会は増加 個人 D 会員≫ 

クラブでは各社出身社を主な対象とした会員区分（個人 D会員）を設けている。今

年度も、死去や施設利用機会の減少による退会が多数に上った一方で、オンラインで

の会見参加を念頭に置いた地方在住者の入会が複数みられた。また、各社の協力を得

て、社内報・社友会報に「クラブ会員募集のお知らせ」を掲載してもらっているが、

今年度はこの掲示がきっかけとなり入会した会員が複数いた。 

個人 D会費は 17年春の会費引き下げ（月額 6,000円を 5,000円に、80歳以上の会

員に適用していた割引会費（月額 2,000円）の新規適応を廃止）からしばらくは新規

入会者が増え続けていたが、19年度から再び前年比マイナスとなり、今年度は 9人減

となっている。近年は 1 年間で 20 人前後の減少が恒常化していたため、一時的に歯

止めがかかったとも思われるが、引き続き勧誘に取り組みたい。 

≪吉田慎一元理事長が名誉会員に≫ 

第 683回理事会（7/22）は、定款第 3章第 5 条第 5項（＊）にのっとり、11年 5月

から 14年 5月まで、第 16代理事長を務めた朝日新聞・テレビ朝日の吉田慎一氏を名

誉会員に推薦することを承認した。これまでも歴代理事長が社長職などを退き、顧問

等に就任した際などに、理事会として名誉会員に推薦している。 

＊定款第 3章第 5条第 5項 

名誉会員：この法人に対し、特に功労のあったもので、理事会で推薦された個人 

≪新年互礼会員懇親会は 3 年連続中止≫ 

年初の新年互礼会員懇親会は、新型コロナの感染拡大状況を考慮し、3 年連続で開

催中止となった。クラブの活動に賛同する一般企業や国際機関の広報担当者などの会

員枠である賛助会員向けの催しも、今年度は開催を取りやめた。 

≪各委員会の活動≫ 

総務委員会 事業計画、事業報告、予算案、決算案など理事会に諮るべき議題につい
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て協議した。 

会員資格委員会 毎月 1 回開催し、届けのあった入会希望者について可否を協議し、

結果を理事会に答申した。 

企画委員会 毎月 1 回開催し、招へいするゲストについて協議したほか、記者会見、

研究会などの実施に当たっては委員が司会を担当した。 

会報委員会 毎月 1回開催し、次号会報の編集方針について協議した。 

施設運営委員会 随時開催し、事務局からの事業収入報告を受けたほか、クラブ施設

の運営について協議した。 

日本記者クラブ賞推薦委員会 応募のあった日本記者クラブ賞、同特別賞の候補全員

について議論し、有力候補を日本記者クラブ賞選考委員会に具申した。 

日本記者クラブ賞選考委員会 日本記者クラブ賞推薦委員会からの具申を踏まえ、受

賞者を選考し理事会に答申した。 

≪法人会員 1 社減、法人賛助会員 4 社増≫ 

日本記者クラブの会員はプレス会員（法人会員、基本会員、個人 A、個人 B、個人

C、個人 D）と賛助会員（法人賛助、個人賛助、特別賛助）、名誉・功労会員、学生会

員によって構成されている。中でも新聞・通信、放送各社が登録している法人会員は

会費収入の約 85%を負担すると同時に、最高議決機関である社員総会を構成するなど、

財政上も運営上も中心的存在としてクラブを支えている。今年度は、法人会員社は 1

社減、法人賛助会員社は 4社増（以下）となった。 

法人会員社   テレビ新広島（22年 11月退会） 

法人賛助会員社 CM 総合研究所（22 年 7 月入会）、ケーブルテレビ情報センター

（22 年 8 月入会）、アゴラ・ステーション、髙光産業株式会社

（22年 11月入会） 

≪入会金免除 23 年度は特別賛助会員にも適用≫ 

理事会では会員増加策の一環として、法人会員、法人賛助会員、個人 D会員の入会

金を免除してきた。第 691回理事会（2/24）は 23年度についてはこの 3区分に加え、

特別賛助会員に対しても入会金免除の措置を取ることを決めた。 

23年 3月 31日現在の会員数は以下の通り。カッコ内は前年同月との増減。 

【プレス会員】 

法人会員 126社 （- 1社）  

基本会員 714人 （- 7人）  

個人 A会員 219人 （- 16人）  

個人 B会員  53人 （- 4人）  

個人 C会員  51人 （- 7人）  
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個人 D会員 764人 （- 9人） 

【賛助会員】 

法人賛助会員 56社 （+ 4社） 

 107人 （+ 8人） 

個人賛助会員  15人 （- 1人） 

特別賛助会員 92人 （- 2人） 

【その他の会員】 

名誉・功労会員 13人 （+ 2人） 

学生会員 43人 （- 25人） 

  

合計 182社   （+ 3社） 

 2071人 （- 61人） 
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日本記者クラブ 理事・監事 2023年 3月 31日現在 

理 事 長 根 本 清 樹  朝日新聞社論説委員兼編集委員 

副 理 事 長 沢 井 俊 光  共同通信社常務理事・統合編集本部長 

副 理 事 長 山 内 昌 彦  日本放送協会理事 

専 務 理 事  江 木 慎 吾  日本記者クラブ 

理事・総務委員長  前 田 浩 智  毎日新聞社主筆 

理事・会員資格委員長 前木理一郎  読売新聞社専務取締役編集局長 

理事・企画委員長  藤 井 彰 夫  日本経済新聞社専務執行役員論説委員長 

理事・会報委員長  乾  正 人  産経新聞社特別記者（上席論説委員、コラムニスト） 

理事・施設運営委員長 内 藤 正 彦  テレビ朝日取締役報道局長 

理 事  皆 川  毅  時事通信社取締役 

惣 田  浩  北海道新聞社東京支社長 

伊 藤 哲 哉  山形新聞社取締役東京支社長 

笹 目  悟  茨城新聞社東京支社長 

高 森 和 郎  信濃毎日新聞社東京支社長 

喜 聞 広 典  中日新聞社参与 東京本社論説室顧問 

神 辺 英 明  山陽新聞社東京支社長 

三 谷 恵 介  愛媛新聞社東京支社長兼総務部長 

椛 島  滋  西日本新聞社執行役員東京支社長兼編集長 

清 田 幸 子  熊本日日新聞社東京支社長 

米田浩一郎  ＴＢＳテレビ報道局長 

粕 谷 賢 之  日本テレビ放送網取締役常務執行役員報道局解説  
委員長 

小 林  毅  フジテレビジョン専務取締役 

吉 次 弘 志  テレビ東京常務取締役 経理局、ネットワーク局、 
報道局担当 

徂 徠 雅 夫  読売テレビ放送情報スポーツ局長 

加 藤 尚 道  札幌テレビ放送執行役員東京支社長 

小 島  洋  テレビ西日本東京支社長 

林  恭 一  日本新聞協会理事・事務局長 

堀 木 卓 也  日本民間放送連盟専務理事 

富 田  恵  日本プレスセンター専務取締役 

監 事  岡 山 俊 明  日刊スポーツ新聞社コンテンツ本部長 

山 本 史 郎  日本農業新聞編集局長 

根 岸  要  東京メトロポリタンテレビジョン取締役報道技術本部長 

（了） 



2022年度　日本記者クラブ行事一覧　
※「リ」はゲストがリモート登壇したもの（複数のゲストの一部も含む）

 ※「人数」は左からウェブ、会場、合計

タイトル 日付 人数 リ

◆ 岸田文雄  自由民主党総裁/泉健太  立憲民主党代表/山口那津男  公明
党代表/松井一郎  日本維新の会代表/志位和夫  日本共産党委員長/玉
木雄一郎  国民民主党代表/山本太郎  れいわ新選組代表/福島瑞穂  社
会民主党党首/立花孝志  NHK党党首

6月21日 151 187 338

◆ 猪木武德  大阪大学名誉教授 5月31日 58 42 100

◆ 井上亮 日本経済新聞社総合解説センター編集委員/西日本新聞「あなた
の特命取材班」堺成司 同社クロスメディア報道部長

6月23日 41 29 70

◆ セルギー・コルスンスキー　駐日ウクライナ大使 4月1日 100 59 159

◆ 秋山信将  一橋大学大学院教授　【ウクライナ（6）】 4月4日 118 27 145

◆ 髙木美帆  北京冬季五輪スピードスケート女子1000メートル金メダリスト 4月5日 59 72 131

◆ 濱口竜介  監督/西島秀俊  主演俳優/山本晃久  プロデューサー　映画「ド
ライブ・マイ・カー」　米アカデミー賞国際長編映画賞　受賞会見

4月5日 79 79 158

◆ 鶴岡路人  慶應義塾大学准教授　【ウクライナ（7）】 4月6日 93 24 117

◆ 稲嶺恵一  元沖縄県知事　【沖縄復帰50年（1）】 4月7日 80 － 80 リ

◆ 深尾三四郎  伊藤忠総研上席主任研究員　【脱炭素社会（5）】 4月8日 71 21 92

◆ 吉川元偉  国際基督教大学特別招聘教授、元国連大使　【ウクライナ（8）】 4月8日 60 18 78

◆ 川島真  東京大学大学院教授　【ウクライナ（9）】 4月11日 92 22 114

◆ 赤木雅子さん（「森友学園」事件で自死した近畿財務局職員の妻）会見 4月11日 65 64 129

◆ 長有紀枝  立教大学教授、認定NPO法人難民を助ける会（AAR Japan) 会
長　【ウクライナ（10）】

4月12日 66 32 98

◆ 阿部守一  長野県知事　【3.11が防災行政にもたらしたもの】 4月13日 34 14 48

◆ 池本美香  日本総合研究所上席主任研究員　【こども家庭庁（1）】 4月13日 41 9 50

◆ 三上智恵　ジャーナリスト、映画監督　【沖縄復帰50年（2）】 4月14日 66 － 66 リ

◆ 前泊博盛  沖縄国際大学教授　【沖縄復帰50年（3）】 4月15日 66 － 66 リ

◆ 道下徳成  政策研究大学院大学理事・副学長　【朝鮮半島の安全保障と日
本の役割】

4月15日 45 18 63

◆ 前田晃平  認定NPO法人フローレンス代表室長　【こども家庭庁（2）】 4月18日 34 6 40

◆ 山野目章夫  早稲田大学大学院教授　【成年後見制度改革の必要とその方
向性】

4月18日 34 6 40

◆ 坂本幸雄  元エルピーダメモリ社長　【科学技術立国（2）】 4月19日 48 27 75

◆ 岡本勝之  トレンドマイクロ株式会社セキュリティエバンジェリスト　【ウクライナ
（11）】

4月21日 63 26 89

◆ 田中均  国際戦略研究所理事長　【沖縄復帰50年（4）】 4月22日 66 25 91

◆ 門馬秀介  国境なき医師団医師　【ウクライナ（12）】 4月26日 62 29 91

◆ ピーター・グルース  沖縄科学技術大学院大学（OIST）学長　【沖縄復帰50
年（5）】

4月26日 39 － 39 リ

◆ 尾崎久仁子  元国際刑事裁判所（ICC）裁判官　【ウクライナ（13）】 5月9日 79 29 108

◆ 宮城修  琉球新報社論説委員長/森田美奈子  沖縄タイムス社論説委員長
【沖縄復帰50年（6）】

5月10日 71 － 71 リ

◆ 泉房穂  兵庫県明石市長　【こども家庭庁（3）】 5月11日 44 14 58

討論会　1回

総会記念講演・クラブ賞記念講演　2回

記者会見、研究会　172 回
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◆ 上間陽子　琉球大学教授　【沖縄復帰50年（7）】 5月12日 63 － 63 リ

◆ 玉城デニー  沖縄県知事　【沖縄復帰50年（8）】 5月13日 84 － 84 リ

◆ 森本敏  元防衛相　【沖縄復帰50年（9）】 5月13日 47 13 60

◆ 豊田長康  鈴鹿医療科学大学学長　【科学技術立国（3）】 5月20日 41 13 54

◆ ラファエル・マリアーノ・グロッシ  国際原子力機関（IAEA）事務局長 5月20日 77 39 116

◆ ブヤル・オスマニ  北マケドニア外相 5月30日 28 15 43

◆ 奥山眞紀子  社会福祉法人子どもの虐待防止センター理事/高橋恵里子
日本財団公益事業部部長 　【こども家庭庁（4）】

6月1日 45 14 59

◆ 兵頭慎治　防衛研究所政策研究部長　【ウクライナ（14）】 6月3日 87 40 127

◆ フランク・ジャヌージ　米マンスフィールド財団理事長・最高経営責任者/ロ
バート・ロズナー  シカゴ大学教授

6月6日 30 16 46

◆ 加藤勝信  前官房長官、自民党「『こども・若者』輝く未来実現会議」座長
【こども家庭庁（5）】

6月6日 48 16 64

◆ ミコラ・チェルノティツキー 　ウクライナ公共放送「ススピーリネ」会長　【ウクラ
イナ（15）】

6月9日 79 19 98 リ

◆ 永田恭介  国立大学協会会長　【科学技術立国（4）】 6月10日 47 15 62

◆ クレーメンス・フォン・ゲッツェ　駐日ドイツ大使 6月15日 46 32 78

◆ 中川俊男  日本医師会会長 6月16日 50 32 82

◆ ジュスタン・ヴァイス  パリ平和フォーラム事務局長 6月24日 25 11 36

◆ 君島東彦  立命館大学教授、元日本平和学会会長　【ウクライナ（16）】 6月24日 48 13 61

◆ レジス・サビオ  赤十字国際委員会（ICRC）駐日代表 6月27日 23 8 31

◆ 橘川武郎  国際大学副学長、教授　【エネルギー・円安・物価ー2022年下
期経済見通し（1）】

6月29日 60 16 76

◆ 仲本千津  RICCI EVERYDAY共同創業者兼代表取締役COO　【アフリカ開発
の現場からーTICAD8を前に（1）】

6月30日 23 9 32

◆ 渡辺努  東京大学大学院教授　【エネルギー・円安・物価ー2022年下期経
済見通し（2）】

7月1日 62 25 87

◆ 門間一夫  みずほリサーチ＆テクノロジーズ・エグゼクティブエコノミスト　【エネ
ルギー・円安・物価ー2022年下期経済見通し（3）】

7月4日 64 18 82

◆ 松里公孝  東京大学教授　【ウクライナ（17）】 7月4日 47 14 61

◆ 加藤出  東短リサーチ代表取締役社長・チーフエコノミスト　【エネルギー・円
安・物価ー2022年下期経済見通し（4）】

7月5日 60 19 79

◆ 熊野英生  第一生命経済研究所首席エコノミスト　【エネルギー・円安・物
価ー2022年下期経済見通し（5）】

7月6日 62 21 83

◆ 筆保弘徳  横浜国立大学教授/坪木和久  名古屋大学教授　【台風は制御
できるのか】

7月8日 33 18 51

◆ デイビッド・ビーズリー　国連世界食糧計画（WFP） 事務局長 7月11日 43 24 67

◆ 松井一實  広島市長/田上富久  長崎市長 7月11日 39 12 51 リ

◆ 榎木英介  一般社団法人科学・政策と社会研究室（カセイケン）代表理事
【科学技術立国（5）】

7月13日 40 13 53

◆ 松本正生  埼玉大学名誉教授、社会調査研究センター代表取締役社長
【2022参院選：世論調査が語る民意】

7月15日 55 30 85

◆ ボリスラバ・バタンジエーヴァ・メットカーフ  原子放射線の影響に関する国連
科学委員会（UNSCEAR）事務局長/ギリアン・ハース  同前議長、オーストラリ
ア放射線防護・原子力安全庁（ARPANSA）長官/ミハイル・バロノフ  同福島
報告書専門グループメンバー（公衆被ばく線量担当）主執筆者

7月19日 39 11 50

◆ 野田聖子  こども政策担当相　【こども家庭庁（6）】 7月19日 57 27 84

◆ 今井宏平  日本貿易振興機構アジア経済研究所地域研究センター中東研
究グループ研究員　【ウクライナ（18）】

7月22日 43 14 57

◆ セルギー・コルスンスキー　駐日ウクライナ大使 7月26日 61 28 89
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◆ 村田慎二郎  国境なき医師団日本事務局長 7月27日 25 10 35

◆ 中満泉  国連事務次長（軍縮担当上級代表） 7月29日 45 12 57 リ

◆ 浅川雅嗣  アジア開発銀行（ADB）総裁 7月29日 45 25 70

◆ 尾身茂  公益財団法人結核予防会代表理事/脇田隆字  国立感染症研究
所所長/岡部信彦  川崎市健康安全研究所所長/阿南英明  神奈川県医
療危機対策統括官、藤沢市民病院副院長/武藤香織  東京大学医科学研
究所教授/今村顕史  東京都立駒込病院感染症科部長/中島一敏  大東
文化大学教授　【新型コロナウイルス（80）】

8月2日 150 43 193 リ

◆ 大友康裕  東京医科歯科大学教授、同大学病院救命救急センター長　【救
急医療における銃創対応と日本の現状】

8月5日 44 19 63

◆ アントニオ・グテーレス　国連事務総長 8月8日 63 42 105

◆ モハメッド・エルーミ　駐日チュニジア大使　【アフリカ開発の現場からー
TICAD8を前に（2）】

8月10日 23 15 38

◆ 薬師弘幸  国際協力機構（JICA）アフリカ部参事役兼計画・TICAD推進課長
【アフリカ開発の現場からーTICAD8を前に（3）】

8月10日 29 16 45

◆ 仲代達矢  俳優　【役者人生70周年】 8月12日 44 52 96

◆ 山本恭子  日本電信電話株式会社執行役員総務部門長　【雇用問題研究
会（3）】

8月22日 43 13 56

◆ 牛山素行  静岡大学防災総合センター教授　【自然災害（1）】 8月24日 63 － 63 リ

◆ 遠藤貢　東京大学大学院教授　【アフリカ開発の現場からーTICAD8を前に
（4）】

8月25日 30 12 42

◆ 細谷雄一  慶應義塾大学教授、ケンブリッジ大学訪問研究員　【英保守党党
首選と新首相誕生】

8月25日 75 － 75 リ

◆ 山田昌弘  中央大学教授　【全世代型社会保障（1）】 8月26日 60 14 74

◆ グレン・S・フクシマ  米先端政策研究所上席研究員　【バイデン政権の課題と
日米関係】

8月29日 72 36 108

◆ 鈴木康弘  名古屋大学教授　【自然災害（2）】 8月30日 41 11 52

◆ 島田眞路  山梨大学学長　【科学技術立国（6）】 9月7日 55 12 67

◆ 古宮洋二  JR九州社長 9月9日 63 46 109

◆ 永瀬伸子  お茶の水女子大学教授　【全世代型社会保障（2）】 9月12日 51 21 72

◆ コリーン・フライシャー　国連世界食糧計画（WFP）中東・北アフリカ・東欧地域
局長/リチャード・レーガン　同イエメン国事務所代表/アリー・ラザ・クレシ　同
イラク国事務所代表

9月12日 36 18 54

◆ 馬場伸幸  日本維新の会代表 9月13日 44 26 70

◆ 松原実穂子  NTT チーフ・サイバーセキュリティ・ストラテジスト　【ウクライナ
（19）】

9月14日 72 38 110

◆ 紀藤正樹  リンク総合法律事務所所長、弁護士　【旧統一教会問題】 9月15日 62 43 105

◆ 袴田茂樹  青山学院大学名誉教授　【ゴルバチョフ時代からプーチン時代
へ】

9月16日 50 24 74

◆ 河野太郎  デジタル相 9月20日 68 52 120

◆ メヴリュット・チャヴシュオール  トルコ外相 9月26日 37 20 57

◆ 林芳正  外相 9月30日 59 59 118

◆ 草場鉄周  日本プライマリ・ケア連合学会理事長　【かかりつけ医を考える
（1）】

9月30日 30 12 42

◆ セシリア・ヒメネス＝ダマリー 国連 国内避難民の人権に関する特別報告者 10月7日 39 32 71

◆ ジャン＝エリック・パケ 次期駐日欧州連合代表部代表・大使 10月7日 32 16 48

◆ 島薗進  東京大学名誉教授　【宗教と政治】 10月12日 95 － 95 リ

◆ 武田佳奈  野村総合研究所未来創発センターグローバル産業・経営研究室
エキスパート研究員/梅屋真一郎  野村総合研究所未来創発センター制度
戦略研究室長　【全世代型社会保障（3）】

10月13日 39 12 51
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◆ 福島智  東京大学先端科学技術研究センター教授　※試写会「桜色の風が
咲く」

10月14日 13 38 51

◆ 遠藤乾  東京大学大学院教授　【日本の安全保障を問う（1）】 10月18日 72 22 94

◆ 北原秀治  日本科学振興協会（JAAS）代表理事/原山優子  JAAS代表理
事　【科学技術立国（7）】

10月19日 31 13 44

◆ 松本吉郎  日本医師会会長 10月24日 45 33 78

◆ ウクライナ議員代表団：ハリーナ・ミハイリューク  ウクライナ・日本友好議員連
盟共同代表、ウクライナ最高会議議員/ヤロスラフ・ジェレズニャク  同共同代
表、最高会議議員/オリハ・コヴァリ  最高会議議員/オレフ・セミンスキー  最
高会議議員

10月26日 41 37 78

◆ マルチン・プシダッチ ポーランド外務副大臣 10月27日 36 15 51

◆ アンティ・カイッコネン  フィンランド国防相 10月27日 31 37 68

◆ 北側一雄  公明党副代表　【日本の安全保障を問う（2）】 10月27日 60 33 93

◆ 加藤青延 武蔵野大学特任教授　【3期目の習近平体制（1）】 11月2日 55 32 87

◆ 島田和久  前防衛事務次官　【日本の安全保障を問う（3）】 11月7日 87 52 139

◆ 山口那津男  公明党代表 11月9日 54 34 88

◆ フィリッポ・グランディ  国連難民高等弁務官 11月9日 38 18 56

◆ 秋元千明  英国王立防衛安全保障研究所（RUSI）日本特別代表　【ウクライ
ナ（20）】

11月10日 66 25 91

◆ 渡辺靖 慶應義塾大学教授　【中間選挙後の米国と世界（1）】 11月11日 74 34 108

◆ 村上宗隆  東京ヤクルトスワローズ選手 11月14日 47 138 185

◆ 武居智久  元海上幕僚長　【日本の安全保障を問う（4）】 11月16日 65 29 94

◆ 鈴木邦彦  日本医師会医療政策会議かかりつけ医ワーキンググループ 座長
【かかりつけ医を考える（2）】

11月17日 38 16 54

◆ 高砂淳二  自然写真家、「Wildlife Photographer of the Year」自然芸術部
門最優秀賞受賞

11月18日 17 16 33

◆ アルバロ・ラリオ 国際農業開発基金（IFAD）総裁 11月18日 14 12 26

◆ 印南一路  慶應義塾大学教授　【かかりつけ医を考える（3）】 11月21日 42 11 53

◆ 山中伸介 原子力規制委員会委員長 11月21日 43 50 93

◆ 阿川尚之  慶應義塾大学名誉教授　【中間選挙後の米国と世界（2）】 11月22日 60 18 78

◆ 山口慎太郎  東京大学大学院教授　【全世代型社会保障（4）】 11月25日 54 13 67

◆ 川島真  東京大学大学院教授　【日本の安全保障を問う（5）】 11月28日 43 27 70

◆ 久保田徹 ドキュメンタリー映像作家 11月29日 46 25 71

◆ 西沢和彦  日本総合研究所主席研究員　【かかりつけ医を考える（4）】 11月30日 33 10 43

◆ 前嶋和弘  上智大学教授　【中間選挙後の米国と世界（3）】 12月2日 45 18 63

◆ 川上資人  弁護士・早稲田リーガルコモンズ法律事務所　【雇用問題研究会
（4）】

12月2日 31 11 42

◆ 水島治郎 千葉大学大学院教授　【中間選挙後の米国と世界（4）】 12月5日 48 24 72

◆ 濱口桂一郎  労働政策研究・研修機構労働政策研究所長　【雇用問題研
究会（5）】

12月5日 47 16 63

◆ 清野智  日本政府観光局（JNTO）理事長　【新型コロナウイルス（81）】 12月8日 27 12 39

◆ 奥島高弘  前海上保安庁長官　【日本の安全保障を問う（6）】 12月9日 56 32 88

◆ 高橋和夫 放送大学名誉教授　【中間選挙後の米国と世界（5）】 12月14日 49 19 68

◆ 柯隆  東京財団政策研究所主席研究員　【3期目の習近平体制（2）】 12月15日 62 26 88

◆ 堀真奈美  東海大学教授　【かかりつけ医を考える（5）】 12月16日 38 11 49

◆ 崔恩美  峨山政策研究院研究委員　【朝鮮半島の今を知る（42）】 12月19日 36 22 58
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◆ 河本滋史  健康保険組合連合会専務理事　【かかりつけ医を考える（6）】 12月19日 31 14 45

◆ 玄葉光一郎  元外相、衆議院議員（立憲民主党）　【日本の安全保障を問う
（7）】

12月21日 46 20 66

◆ 中林美恵子 早稲田大学教授　【中間選挙後の米国と世界（6）】 12月22日 50 25 75

◆ 白井さゆり  慶應義塾大学教授　【2023年経済見通し（1）】 1月11日 65 41 106

◆ 阿波俊弘 SUMCO社長　【2023年経済見通し（2）】 1月13日 49 31 80

◆ 竹森俊平  経済産業研究所上席研究員　【2023年経済見通し（3）】 1月16日 53 31 84

◆ 有馬純  東京大学特任教授　【2023年経済見通し（4）】 1月18日 56 27 83

◆ ウクライナ識者グループ：ハンナ・ホプコー ウクライナ勝利のための国際セン
ター共同設立者/アリョーナ・ゲトマンチュク　新欧州センター設立者兼代表 /
オレーナ・ハルシュカ ウクライナ勝利のための国際センター共同設立者/マ
リーア・クリンナ 人権問題専門家 /レオ・リトラ 新欧州センター上席研究員

1月18日 55 28 83

◆ ロバート・フロイド  包括的核実験禁止条約機関（CTBTO）準備委員会事務局
長

1月19日 26 12 38

◆ 清家篤  「全世代型社会保障構築会議」座長　【全世代型社会保障（5）】 1月20日 63 － 63 リ

◆ 山田桂一郎  JTIC.SWISS代表　【新型コロナウイルス（82）】 1月23日 31 10 41

◆ 山田久  日本総合研究所副理事長　【雇用問題研究会（6）】 1月23日 36 18 54

◆ 岩坪威  東京大学大学院教授　【レカネマブとこれからの認知症治療】 1月25日 53 18 71

◆ 入山章栄  早稲田大学大学院教授　【2023年経済見通し（5）】 1月27日 56 21 77

◆ 五ノ井里奈  元自衛官 1月30日 48 59 107

◆ 只野英昭  原告遺族/吉岡和弘  原告代理人弁護士/齋藤雅弘  原告代理
人弁護士　※試写会「『生きる』大川小学校津波裁判を闘った人たち」

1月30日 11 60 71

◆ 佐々木融  JPモルガン・チェース市場調査本部長　【2023年経済見通し
（6）】

2月1日 64 29 93

◆ デイビッド・W・パニュエロ  ミクロネシア大統領 2月3日 20 23 43

◆ 尾松亮  東洋大学客員研究員　【3.11から12年（1）】 2月4日 42 － 42

◆ 松竹伸幸 ジャーナリスト・編集者 　【著者と語る『シン・日本共産党宣言—ヒラ
党員が党首公選を求め立候補する理由』】

2月6日 73 60 133

◆ 野口悠紀雄  一橋大学名誉教授　【雇用問題研究会（7）】 2月10日 70 － 70 リ

◆ 葛西龍樹  福島県立医科大学主任教授　【かかりつけ医を考える（7）】 2月13日 31 13 44

◆ 吉野実  テレビ朝日社会部記者　【3.11から12年（2）】 2月13日 56 14 70

◆ 福田利喜  岩手県陸前高田市議会議員、議長/今川悟  宮城県気仙沼市
議会議員　【3.11から12年（3）】

2月14日 40 15 55

◆ 日本学術会議歴代会長：黒川清  第19－20期会長/広渡清吾  第21期会
長/大西隆  第22-23期会長/山極壽一  第24期会長

2月14日 56 47 103 リ

◆ ラーム・エマニュエル  駐日米国大使 2月15日 64 67 131

◆ チャバ・コロシ  国連総会議長 2月17日 33 9 42

◆ 佐藤翔輔  東北大学准教授　【3.11から12年（4）】 2月17日 36 14 50

◆ 安藤優子　ニュースキャスター、ジャーナリスト　【著者と語る『自民党の女性
認識  「イエ中心主義」の政治指向』】

2月17日 42 31 73

◆ 柳井雅也  東北学院大学教授　【3.11から12年（5）】 2月22日 27 11 38

◆ トム・ギル  明治学院大学教授　【3.11から12年（6）】 2月24日 33 13 46

◆ 三原岳  ニッセイ基礎研究所主任研究員　【かかりつけ医を考える（8）】 2月27日 27 10 37

◆ 島田明  日本電信電話株式会社(NTT)代表取締役社長 2月28日 37 16 53

◆ 内堀雅雄  福島県知事　【3.11から12年（7）】 3月1日 62 － 62 リ

◆ 的川泰宣  宇宙航空研究開発機構（JAXA）名誉教授　【国産ロケット】 3月8日 70 40 110
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◆ 達増拓也  岩手県知事　【3.11から12年（8）】 3月8日 29 13 42

◆ 高橋杉雄  防衛研究所防衛政策研究室長　【ウクライナ（21）】 3月9日 65 34 99

◆ セルギー・コルスンスキー  駐日ウクライナ大使 3月10日 41 29 70

◆ 香田洋二  元海上自衛隊自衛艦隊司令官 　【日本の安全保障を問う
（8）】

3月10日 59 42 101

◆ 黒江哲郎  元防衛事務次官　【日本の安全保障を問う（9）】 3月16日 62 32 94

◆ 軽部謙介 帝京大学教授　【著者と語る『アフター・アベノミクス　異形の経済
政策はいかに変質したのか』】

3月17日 56 23 79

◆ 武田俊彦  元厚生労働省医政局長　【かかりつけ医を考える（9）】 3月22日 21 11 32

◆ 栗山英樹  WBC日本代表監督 3月27日 98 160 278

◆ 山浦善樹 元最高裁判事、弁護士/仲晃生 弁護士　【国籍はく奪～国籍法
11条をめぐる問題】

3月30日 24 14 38

◆ 加藤洋一  早稲田大学アジア太平洋研究センター特別センター員　【日本の
安全保障を問う（10）】

3月31日 46 24 70

◆ 福島第一原発：構内（処理水の海洋放出に向けた準備状況など） 5月11日

◆ 福島第一原発：構内＋浪江町を中心とする周辺取材 2月7日

◆ 福島第一原発：構内＋双葉町を中心とする周辺取材 2月8日

◆ 古田大輔  元Google News Labティーチングフェロー 10月28日 60 29 89

◆ 古橋大地  青山学院大学教授/渡邉英徳  東京大学大学院教授 10月28日 57 27 84

◆ 高田里佳子  NHKミャンマープロジェクト 10月29日 57 29 86

◆ 奥山俊宏  上智大学教授、元朝日新聞編集委員 10月29日 61 30 91

◆ 奥山俊宏  上智大学教授、元朝日新聞編集委員 10月29日 60 29 89

◆ 渡辺秀樹  信濃毎日新聞編集委員/鈴木壮一郎  NHK津放送局記者 5月21日 53 6 59 リ

◆ 新田義貴  ジャーナリスト、映画監督 6月18日 50 6 56

◆ 山崎啓介  朝日新聞デジタル機動報道部　 7月16日 42 6 48

◆ 吉田駿平  CBCテレビ東京支社営業部 9月17日 44 12 56

◆ 神保圭作  TBS調査報道ユニットサブキャップ 10月15日 40 6 46

◆ 隈俊之  毎日新聞ニューヨーク支局長 11月19日 32 13 45

◆ 知野雄介  フジテレビ社会部デスク/朝田賢治  日本経済新聞社データ・
ジャーナリスト

12月17日 40 13 53

◆ 霍見真一郎  神戸新聞編集委員 1月14日 52 21 73

◆ 赤木雅実　NHK甲府放送局/野間あり葉 西日本新聞福岡本社報道センター
地域報道部/綱嶋亨 日本経済新聞社データエコノミー取材班

2月18日 35 8 43

◆ 小宮山亮磨  朝日新聞社デジタル機動報道部 3月25日 26 2 28

◆ 田中孝憲  報知新聞/宇佐美理  日本テレビ/西尾能人  朝日新聞/山本智
NHK

5月14日 76 － 76 リ

◆ 田中孝憲  報知新聞社編集局デジタル編集部 6月11日 50 6 56

◆ 三輪誠司  NHK解説委員 7月30日 49 5 54

◆ 松波功  中日新聞社電子編集部/田中孝憲  報知新聞社編集局デジタル
編集部

9月10日 32 8 40 リ

◆ 川上貴之  時事通信社編集局デジタル編成部 10月8日 37 13 50

土曜記者ゼミ「IT編」　10回

東京電力福島第一原発取材団（5/11)  10 社10人

土曜記者ゼミ「調査報道編」　10回

2022年記者研修会（10/28-29)　

東京電力福島第一原発取材団（2/6-8、2/7-9)  各10社10人

23



◆ 山本智  NHKさいたま放送局 11月12日 29 4 33

◆ 小宮山亮磨  朝日新聞社デジタル機同報道部兼科学みらい部 12月10日 36 6 42

◆ 荻原和樹  Google News Lab ティーチング・フェロー 1月21日 53 9 62

◆ 西尾 能人  朝日新聞社国際報道部 2月4日 25 8 33

◆ 斉藤賢太郎  秋田魁新報社デジタル編集部記者 3月11日 23 － 23 リ

◆ 教育と愛国 5月10日 － 81 81

◆ オフィサー・アンド・スパイ 5月18日 － 93 93

◆ 戦争と女の顔 6月3日 － 75 75

◆ ゆめパのじかん 6月15日 － 22 22

◆ 霧幻鉄道　只見線を300日撮る男 7月11日 － 35 35

◆ キングメーカー　大統領を作った男 7月26日 － 72 72

◆ ワタシタチハニンゲンダ！ 8月10日 － 32 32

◆ 桜色の風が咲く 10月14日 13 38 51

◆ あちらにいる鬼 10月25日 － 56 56

◆ 愛国の告白―沈黙を破る・Part2― 10月26日 － 35 35

◆ 戦地で生まれた奇跡のレバノンワイン 11月4日 － 40 40

◆ 母の聖戦  La Civil 11月30日 － 41 41

◆ 「生きる」大川小学校津波裁判を闘った人たち 1月30日 11 60 71

◆ ただいま、つなかん 2月3日 － 31 31

◆ マリウポリ　7日間の記録 2月15日 － 103 103

◆ ワース 命の値段 2月16日 － 96 96

◆ サイレント・フォールアウト ～乳歯が語る大陸汚染～ 3月31日 － 45 45

試写会    17回
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